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登壇 

 

芥川：本日の説明ですが、まず 2026 年 3 月期決算および今期業績予想について、𫝆野から説明し

たのち、中期経営計画 2025 の総括、2026 年度の位置づけ、次期中期経営計画策定の方向性につ

いて、中戸川より説明させていただきます。その後、質疑応答の時間とさせていただきます。 

 

 



 
 

 

𫝆野：古河機械金属の𫝆野でございます。本日はお忙しい中、当社決算説明会にご参加いただき、

ありがとうございます。 

それでは私から、決算および通期予想について説明します。 

2026 年 3 月期の対前期増減は、売上高は 98 億円増の 2,110 億円、営業利益は 15 億円増の 112 億

円、経常利益は 40 億円増の 137 億円、親会社株主に帰属する当期純利益は 58 億円減の 127 億円

となりました。 



 
 

 

2027 年 3 月期通期予想の対前期増減は、売上高は 246 億円増の 2,357 億円、営業利益は 22 億円

減の 90 億円、経常利益は 50 億円減の 87 億円、親会社株主に帰属する当期純利益は 76 億円減の

51 億円を予想しています。 

年間配当金については、今期も 80 円を予想しております。 

  



 
 

 

2026 年 3 月期の損益計算書です。売上高、営業利益は、このあと部門別に詳細を説明します。 

経常利益は、三井三池製作所を持分法適用関連会社としたことによる持分法投資利益の増などによ

り、対前期 40 億円増の 137 億円となりました。 

特別利益は、政策保有株式の売却に伴う投資有価証券売却益 72 億円の計上があったものの、縮減

方針に伴って大量に売却した前期には及ばず、対前期 102 億円減となりました。 

特別損失は、前期に続き、オーストラリア旧製錬所跡地周辺住宅地の残留鉛汚染浄化費用として、

環境対策引当金繰入額を計上したことから、対前期 3 億円増となりました。 

その結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、対前期 58 億円減の 127 億円となります。 



 
 

 

次に貸借対照表です。 

資産の部において、産業機械部門を中心に、受取手形、売掛金及び契約資産の減少により 89 億円

のマイナスとなりましたが、上場株式の株価上昇による投資有価証券の増加 211 億円などから、

総資産は 152 億円増の 2,723 億円となりました。 

負債の部において、繰延税金負債、有利子負債は増加したものの、未払金の減少により、負債合計

は 13 億円減の 1,221 億円となりました。 

純資産は、その他有価証券評価差額金の増加等により、その他の包括利益累計額が 138 億円増と

なり、166 億円増の 1,502 億円となりました。 



 
 

 

有利子負債、連結キャッシュフローは記載のとおりです。 

  



 
 

 

次に、2026 年 3 月期の部門別業績です。 

売上高は、産業機械部門で減収となりましたが、その他の部門が増収となり、全体では 98 億円の

増収となりました。 

営業利益は、産業機械部門で減益となりましたが、主に金属部門で増益となり、全体では 15 億円

の増益となりました。 

為替と金属価格の実績は記載のとおりです。 



 
 

 

2027 年 3 月期の通期予想の売上高は、金属価格の影響を受ける金属部門で減収を見込むものの、

主にロックドリル、ユニック、電子部門で増収を見込み、全体では増収予想としています。 

営業利益は、主にロックドリル、ユニック、電子部門で増益を見込んでいますが、金属部門は減益

予想となり、全体では減益予想としています。 

前提条件は記載のとおりです。 

  



 
 

 

部門別業績の増減をグラフ化したものです。 

  



 
 

 

次に、部門別に詳細を説明いたします。 

産業機械部門では、2026 年 3 月期の売上高 182 億円で、マテリアル機械は砕石プラントの売上高

減、ポンプはポンプ設備の売上高の減少、それからコントラクタ事業は橋梁工事の出来高減等によ

り減収となりました。営業利益は、減収による減益で 16 億円となりました。期末受注残、主な受

注案件は記載のとおりです。 

2027 年 3 月期予想は、売上高はベルトコンベヤのプロジェクト案件の出来高増を見込み、全体で

は増収の 189 億円としています。営業利益は、増収による増益を見込み、18 億円としています。 



 
 

 

次に、ロックドリル部門です。 

2026 年 3 月期の売上高は 364 億円で、国内は油圧クローラドリル、トンネルドリルジャンボの出

荷増も、整備事業における売上高減等により、減収となりました。海外は、北米、アフリカ向けの

油圧クローラドリルの出荷増などにより、増収となりました。営業利益は、売上高増減に伴い、国

内は減益、海外は増益となり、製品不具合対策費用の発生があったものの、全体では増益の 28 億

円となりました。 

2027 年 3 月期予想の売上高は、国内は油圧クローラドリル販売増により増収予想。海外も北米向

け油圧ブレーカ、油圧クローラドリルの販売増などを見込んでおりまして、増収予想で 386 億円

としております。営業利益は、増収による増益を見込み、32 億円としております。 



 
 

 

ユニック部門です。 

2026 年 3 月期の売上高は 295 億円で、国内はユニッククレーンの出荷の減少により減収。海外は

アジア向けユニッククレーン、ミニ・クローラクレーンの出荷増により、増収となりました。営業

利益は、主に海外の増収による増益で 12 億円となりました。 

2027 年 3 月期予想の売上高は、国内はユニッククレーン、ユニックキャリアの出荷増を見込み、

増収予想。海外でも東南アジア向けのユニッククレーン出荷増により増収予想で、312 億円として

います。営業利益は、増収による増益を予想し、17 億円としています。 



 
 

 

次に、アーステクニカ部門です。 

本年 4 月に、破砕機のトップシェアを誇るアーステクニカの株式を取得し、連結子会社化しまし

た。機械事業第 4 の柱として、2027 年 3 月期より同部門が追加となります。 

2027 年 3 月期予想の売上高は 212 億円、営業利益は 10 億円を見込んでおります。営業利益に

は、のれんの償却約 3 億円を含んでおります。 

アーステクニカ部門は、主に環境リサイクル機械、砕石・産業機械、それから粉体機械を扱ってお

り、事業特性としては、環境リサイクル機械は成長市場、それから砕石・産業機械はシェアが高

く、安定市場です。また、売上の半分程度はストックビジネスになります。 



 
 

 

次に金属部門です。 

2026 年 3 月期の売上高は、1,030 億円、営業利益は 37 億円で、増収増益となりました。営業利益

は、買鉱条件が悪化するも、電気金や電気銅の金属価格変動影響による価格差益 40 億円の計上が

主な増益要因となっております。 

2027 年 3 月期予想の売上高は 1,012 億円、営業利益は 4 億円で、減収減益予想としています。営

業利益は買鉱条件の悪化が続くものの、販売プレミアムの上昇により、委託損益は改善を見込んで

おります。一方、2026 年 3 月期にあった金属価格変動影響による価格差益を見込まないため、大

幅な減益予想としております。 



 
 

 

電子部門です。 

2026 年 3 月期の売上高は 69 億円、営業利益は 3 億円で、増収増益となりました。 

2027 年 3 月期予想の売上高は 79 億円、営業利益は 8 億円で、増収による増益を予想していま

す。 

詳細は記載のとおりでございます。 

  



 
 

 

化成品部門です。 

2026 年 3 月期の売上高は 103 億円、営業利益は 8 億円で、増収増益となりました。 

2027 年 3 月期予想の売上高は 104 億円、営業利益は 8 億円で、ほぼ横ばいを予想しております。 

詳細は記載のとおりでございます。 

  



 
 

 

次に、アライアンス・M&A についてです。 

記載のとおり、2 件のディールを成功させ、機械事業の強化を図っています。 

株式会社アーステクニカを当社グループに迎えたことで、コア事業と位置づける機械事業の第 4 の

柱を築くことを展望しております。また、株式会社三井三池製作所の株式を取得し、持分法適用関

連会社としました。機械事業の隙間を埋めて連続性をつくり、営業面、生産面でシナジー効果を見

込んでおります。 



 
 

 

次に、政策保有株式の縮減についてです。 

政策保有株式の連結純資産に対する比率を、2025 年 3 月末までに 20%未満まで縮減する目標を掲

げ、2025 年 3 月末の比率は 16.6%まで縮減しましたが、この 2026 年 3 月期は、売却で 61 億円削

減したものの、保有株式の株価上昇で 224 億円の押し上げがありまして、2026 年 3 月末時点にお

いては、比率は 25.8%となってしまい、目標を達成できませんでした。 

引き続き縮減に努め、連結純資産額の 20%未満の維持を目指していきたいと思っております。 



 
 

 

次に、株主還元についてです。 

配当方針は記載のとおりですが、2026 年 3 月期は、中間配当 30 円、期末配当 50 円とし、年間 80

円、前期から 10 円増配の予定としております。 

自己株式の取得については、2026 年 3 月期までの 3 年間の取得総額を 130 億円程度とする目標を

公表しておりました。この実績として、2024 年 3 月期は 16 億円、2025 年 3 月期は 34 億円、最

後の 2026 年 3 月期は 80 億円の自己株式を取得し、目標を達成しました。 



 
 

 

設備投資・減価償却費・研究開発費については、記載のとおりです。 

それから、不動産事業で、旧大阪ビルの跡地に開発中のパークタワー大阪堂島浜のホテルおよび一

部住宅の取得に 104 億円を予定しています。これは同土地の譲渡代金を原資とするため、新たな

キャッシュの支払いは発生いたしません。 

また、研究開発費には含まれていませんが、当社が力を入れている海洋資源開発における研究開発

について補足します。 

当社は、国の機関である JOGMEC の海洋資源開発の四つのプロジェクトのうち、三つに参画して

きました。詳細は記載のとおりですが、レアメタル等の海洋資源開発は国にとっても重要なプロジ

ェクトであり、こちらへの参画は、将来において当社機械事業に貢献できるものと期待しておりま

す。 



 
 

 

 

22 ページから 23 ページは参考資料となります。 

私からの説明は以上となります。 

芥川：続きまして、中戸川より説明させていただきます。 



 
 

 

中戸川：ここからは、私から中期経営計画 2025 の総括、そして 2027 年 3 月期をどう位置づける

か、さらに次期中期経営計画をどのような思想で設計していくかについてご説明します。 

中計 2025 は、2025 年ビジョンの実現に向けた最終フェーズとして、機械事業をコアとした成長

戦略の総仕上げを通じ、企業価値と社会価値を同時に創造する経営を定着させることを狙いとして

いました。 

目的は大きく三つあり、 



 
 

 

この目的のもと、重点テーマとしては、機械事業をコアとした成長戦略の加速、資本コスト・株価

を意識した経営の推進、事業ポートフォリオマネジメントの高度化、CSV の視点を織り込んだマ

ーケティング経営、サステナビリティと非財務資本への戦略投資。この 5 点を掲げて取り組んでき

ました。 

  



 
 

 

まず、財務目標について申し上げます。 

ROE・財務健全性・株主還元は、おおむね達成しました。具体的には、ROE が 9.2%、D/E レシオ

が 0.4 倍、有利子負債/EBITDA 倍率が 3.5 倍となり、自己資本総還元率と自己株式取得は計画を大

きく上回りました。 

政策保有株式については、2024 年度に続き、2025 年度も縮減に努めましたが、株価上昇の影響を

受けたため、2025 年度末は連結純資産比率が 20%を上回る結果となりました。引き続き縮減を継

続し、必要が認められない銘柄は売却する方針を徹底していきます。 

一方で、連結営業利益と機械事業の利益構成比は未達です。営業利益は、目標 130 億円程度に対

して約 112 億円。機械事業の営業利益構成比は、目標約 80%以上に対して、約 50%にとどまりま

した。 



 
 

 

連結営業利益と機械事業の利益構成比が未達となった要因は、産業機械部門では、受注案件の積み

増しを前提にした計画が未達でした。 

背景として、マテリアル機械のプラント工事案件で、工程管理および原価管理の不足により 2023

年度に損失を計上し、大型の案件型ビジネスに対するマネジメント体制・運営力が課題として顕在

化しました。事後対応に人的リソースを集中せざるを得ず、2025 年度に向けた受注活動が停滞し

ました。また、複数のベルトコンベヤ案件の発注遅延も、業績に影響しました。 



 
 

 

ロックドリル部門では、海外数量成長と利益率向上の同時実現が道半ばです。 

海外の主要市場である米国では、データセンター向け AI 投資により高成長。住宅は高金利で弱含

み。道路はインフラ投資により安定的に推移しましたが、こうした中で、販売数量成長と利益率向

上を両立させるには、地域別の需要構造や特徴を踏まえた用途の見極めと販売ネットワークの確

立、製品の高付加価値化、選択的拡販等が鍵となり、その体制構築という点でまだ途上段階にあり

ます。 

ユニック部門では、原材料価格高騰局面における値上げを実施しておりますが、価格転嫁前の受注

在庫の販売が残り、価格転嫁の効果が遅れていることに加え、トラック加工ボディメーカーの納期

長期化も影響しました。 

また、固定費の増加も利益を圧迫しており、工場の効率的な運営、生産・販売体制の最適化が必要

です。 



 
 

 

次に、人的資本の投資についてご説明します。 

当社グループは、多様な人材の成長が持続的成長と企業価値の向上の基盤であるとの認識のもと、

経験者採用比率や男性育休取得率、復職率、健康診断受診率などは目標を上回る、あるいは高水準

を維持しました。 

一方で、女性活躍、障がい者雇用、人材育成の一部指標では未達が残っています。これらは、現場

への実装や職域設計まで含めた質的転換としての課題と認識しており、次期中期経営計画ではより

成果につながる内容へ再構築していく方針です。 



 
 

 

続いて、サステナビリティ関連についてご説明します。 

まず、脱炭素への対応については、2024 年 7 月 30 日にカーボンニュートラル宣言を公表し、そ

の実現に向けたロードマップを策定・開示しました。これにより、グループ全体での温室効果ガス

排出削減に向けた具体的な行動計画を明確化しています。 

気候変動に関連した情報開示については、TCFD 提言に賛同しており、気候変動リスク・機会に関

する情報開示の高度化を推進しています。これにより、資本市場やステークホルダーからの信頼性

向上につなげています。 

また、ESG 外部評価の向上については、2026 年 2 月 5 日付けで FTSE Blossom Japan Index への

組み入れを達成し、ESG に対する当社の取り組みが外部からも高く評価される結果となりまし

た。 

今後もサステナビリティ経営の深化と社会的要請への的確な対応を通じて、持続的な企業価値向上

を目指していきます。 



 
 

 

次に、事業・経営基盤面の定性的な成果についてご説明します。 

まず、事業ポートフォリオマネジメントの進化です。この期間において、ROIC-WACC を軸とした

事業評価を実際の意思決定に組み込み、単なる分析にとどまらず、事業の縮小や再構築を含めた実

行レベルまで踏み込んだ点が大きな前進です。 

具体的には、資産の売却や事業の再定義、さらには関係会社の再編など、ポートフォリオの見直し

を実行しており、選択と集中を一過性ではなく、繰り返し実践できる再現可能な経営プロセスとし

て蓄積できたことが重要な成果だと位置づけています。 



 
 

 

次に、競争力強化の取り組みです。当社は、カテゴリートップ・オンリーワン戦略の具体化とし

て、コア製品の競争力強化に加え、防災・減災、インフラ老朽化、労働力不足などの社会課題への

対応を競争優位そのものに転換する取り組みを進めてきました。また事業モデルは、従来の単品売

切型から、ストック・サービスや DX を組み合わせた関係性重視型ビジネスへの転換を進めていま

す。 

さらに、人的資本や DX への投資を通じ、技術人材の育成や業務の高度化を進めることで、変化に

対応できる組織力の底上げも着実に進展しています。 



 
 

 

一方で、このページの右側にあるように、残された課題も整理しています。各部門では、生産・販

売体制の課題、市場が求める製品・サービスなどについては明らかになってきており、対応の優先

順位の明確化を進めています。 

中期計画 2025 を総括しますと、資本効率を重視する経営の考え方と実行力は定着、一方で利益成

長のドライバーについては踏み込みが不十分という整理になります。次期中期経営計画では、こう

した課題認識に対して、具体的かつ実行可能な打ち手まで落とし込むことが最も重要なテーマであ

ると考えています。 



 
 

 

次に、2026 年度の位置づけです。 

2026 年 4 月 7 日の任意開示において、アーステクニカの連結子会社化により当社グループの事業

構造や収益モデルが大きく変化する中、競争法制約の下で十分に検討できなかったアーステクニカ

とのシナジー創出や統合オペレーション、実行体制の構築には、一定の時間を要する状況にあるこ

とをお示ししました。 

これを踏まえ、統合効果を反映した実効性の高い計画策定を目的として、次期中期経営計画の対象

期間を 2027 年度から 2029 年度とし、2026 年度を、長期ビジョンの実現に向けて次期中計を確実

に立ち上げるための戦略的な移行準備期間と位置づけています。 



 
 

 

言い換えますと、2026 年度は、中計 2025 の総括を踏まえて課題を精緻化し、課題解決に着手す

る、次期中計の KPI 体系と定量目標を設計する、そして M&A も含めた成長施策を次期中計で立ち

上がるかたちに整える、こうした準備を経営として意図的に行う 1 年です。重要なのは、移行期間

だからといって規律を緩めないことです。 

基本方針として、収益性、資本効率を意識した経営を継続し、財務規律、投資規律も維持します。

その上で、長期ビジョンに沿った重点施策を推進していきます。業績管理は単年度計画で継続しつ

つ、政策保有株式は引き続き縮減し、保有比率の継続開示と 20%未満を目指す姿勢を明確にして

います。投資・資本配分についても、成長投資は長期ビジョンに沿った重点領域へ、維持更新投資

は安全、品質を含む事業基盤に、そして財務健全性は格付・財務余力を意識する考え方を徹底しま

す。 

また、2026 年度の重要テーマとして、アーステクニカの統合基盤づくりを挙げています。次期中

計でその成果が顕在化できるよう、統合基盤の整備・推進を優先していきます。 



 
 

 

最後に、次期中期経営計画策定の方向性です。 

次期中計の最大の目的は明確です。中計 2025 を通じて顕在化した収益性・資本効率面の課題と、

長期ビジョン 2035 で掲げる成長領域との間に存在するギャップを埋めることにあります。 

設計の起点は、長期ビジョン「Vision F 2035」です。中計 2025 の総括で得た反省点を織り込み、

資本市場の要請や社会課題の変化にも正面から対応していきます。 

重視する経営テーマとしては、事業ポートフォリオの最適化、資本効率を意識した経営の深化、成

長投資の選択と集中、経営基盤の進化に加え、キャッシュフロー創出力の強化を明確に掲げます。 



 
 

 

事業戦略の方向性としては、当社が強みを持つ機械事業を中核に据え、社会課題起点の成長領域で

競争優位性を磨きます。具体的には、社会インフラの高度化、防災・減災、環境対応、労働力不足

への対応など、中長期で需要拡大が見込まれる領域を成長の起点とします。 

その上で、製品単体ではなく、製品、エンジニアリング、サービスを組み合わせた付加価値型・課

題解決型ビジネスを拡大し、価格競争に依存しない収益構造への転換を加速します。 

M&A・アライアンスについても、単なる規模拡大ではなく、企業価値創造力の向上を重視しま

す。既存機械事業の隙間を埋め、技術・製品・顧客基盤を補完して、競争力を高めることを主眼に

置きます。そして、アーステクニカの連結子会社化と三井三池製作所の持分法適用関連会社化につ

いては、まず統合効果・シナジー創出を優先し、実態として価値創出にこだわります。 



 
 

 

次に、資本政策と株主還元についてです。 

キャッシュフローの配分優先順位は、まず第 1 に成長投資、次いで維持更新、財務健全性、株主還

元です。成長投資を優先しながらも財務規律を維持し、資本コストを意識した経営の強化と持続的

な株主還元を両立します。配当は、安定性と投資家の見通しの立て易さを重視した方針を基本と

し、自己株式取得・消却についても、株価水準や資本効率、キャッシュフロー等を勘案しながら適

切に実施する考えです。 

また財務規律の核として、格付戦略を引き続き重視します。BBB+から A-以上の格付引上げが可能

となる財務水準をイメージし、最適資本構成を追求していく考えです。 

政策保有株式についても、外部要請の目線に沿った縮減を推進していきます。 

以上が、中計 2025 の総括、2026 年度の位置づけ、そして次期中期経営計画の方向性です。中計

2025 で整えた資本効率を軸とする経営の型と遂行力を土台にしながら、未達の要因となった課題

に真正面から踏み込み、利益成長と企業価値向上を確かなかたちで実現していきます。 

引き続きご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

  



 
 

 

  



 
 

質疑応答 

 

質問なし。 


